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  (1) 企業体の構成員数は、代表者となる構成員を含む２者又は３者構成とする。 

  (2) 結成方法は、自主結成方式とする。 

  (3) 各構成員は、次に掲げる条件を満たさなければならない。 

   ア すべての構成員に必要な条件 

    (ｱ) 経常建設共同企業体でないこと。 

    (ｲ) 企業体に対する出資比率は、次に掲げる最小限度基準を下回らない範囲で構成員   

     において自主的に定めるものとする。 

     ａ 構成員が２者の場合 ３０％ 

     ｂ 構成員が３者の場合 ２０％ 

    (ｳ) 本件工事について、２以上の企業体の構成員でないこと。 

    (ｴ) この公告の前日までに、令和４年度及び令和５年度の愛知県知多郡美浜町（以下 

「美浜町」という。）又は愛知県知多郡南知多町（以下「南知多町」という。）の 

入札参加資格者名簿（以下「名簿」という。）に登載されている者のうち、解体工 

事に係る競争入札に参加する資格を有する者であること。 

    (ｵ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな 

い者であること。 

    (ｶ) この公告の日から落札決定の日までの間において、愛知県建設工事等指名停止取 

扱要領に基づく指名停止措置又は美浜町及び南知多町の建設工事等指名停止取扱 

要領（以下「指名停止要領」という。）に基づく指名停止措置を受けていない者で 

あること。 

    (ｷ) この公告の日から落札決定の日までの間において、「愛知県が行う事務及び事業 

からの暴力団排除に関する合意書」（平成２４年６月２９日付け愛知県知事等・愛 

知県警察本部長締結）に基づく排除措置又は「美浜町暴力団排除条例」（平成２３ 

年１２月２１日条例第２１号）若しくは「南知多町が行う調達契約からの暴力団排 

除に関する事務取扱要領」（平成２０年４月１日施行）に基づく排除措置を受けて 

いない者であること。 

    (ｸ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の 

申立てがなされていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条 

の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、会社 

更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生手続 

開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受けた者に 

ついては、更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされなかった者とみなす。 

    (ｹ) 本件工事に係る施工監理業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面 

において関連がある建設業者でないこと。 

    ａ 「本件工事に係る施工監理業務等の受託者」とは、次に掲げる者。 

      株式会社環境技術センター 

    ｂ 「当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者」とは、次の
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(a)又は(b)に該当する者。 

     (a) 当該受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はそ

の出資総額の１００分の５０を超える出資をしている建設業者 

     (b) 建設業者の代表権を有する役員が、当該受託者の代表権を有する役員を兼ね

ている場合における当該建設業者 

  イ 代表者となる構成員に必要な条件 

(ｱ) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により、解体工事について 

特定建設業の許可を受けている者であること。 

(ｲ) 企業体に対する出資比率は、構成員中最大であること。 

   (ｳ) 名簿に登載されている営業所（主たる営業所を含む。）の所在地が愛知県内であ

り、当該営業所で解体工事業を営んでいること。なお、「営業所」とは、建設業法

第３条第１項に規定する営業所をいう（以下同じ。）。また、「主たる営業所」と

は、建設業法に基づく建設業の許可申請時（変更届出を含む。）に届け出た主たる

営業所をいう。 

   (ｴ) 美浜町又は南知多町における令和４年度及び令和５年度の入札参加資格の認定に

おいて、解体工事業の総合評点が１，２００点以上であること。 

   (ｵ) 過去１０年間に、元請として国又は地方公共団体（一部事務組合等を含む。）が、

廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱に基づき発注

した一般廃棄物焼却施設（５ｔ/日以上）の解体工事を完了し、及び引き渡した実

績があること。企業体の構成員としての施工実績は、代表者としての施工実績に限

る。 

   (ｶ) 解体工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者又は 

監理技術者講習修了履歴が記載された監理技術者資格者証を有する者を監理技術者 

として専任で配置できること。また、配置する技術者は、公告日の前日から起算し 

て３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

  ウ 代表者以外の構成員に必要な条件 

(ｱ) 名簿に登載されている主たる営業所の所在地が愛知県知多建設事務所管内であり、 

当該営業所が解体工事について特定建設業の許可を受けていること。 

(ｲ) 名簿に登載されている主たる営業所の所在地が美浜町又は南知多町にある場合、 

美浜町又は南知多町おける令和４年度及び令和５年度の入札参加資格の認定におい 

て解体工事業の総合評点が７００点以上であること。また、名簿に登載されている 

主たる営業所の所在地が美浜町又は南知多町以外の知多建設事務所管内にある場合、 

美浜町又は南知多町おける令和４年度及び令和５年度の入札参加資格の認定におい 

て解体工事業の総合評点が８００点以上であること。 

(ｳ) 解体工事、建築工事又は土木工事に係る主任技術者を専任で配置することができ 

ること。また、配置する技術者は、公告日の前日から起算して３か月以上の直接的 

かつ恒常的な雇用関係にあること。 
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 (4) 本件入札に参加を希望する者の間に、次のいずれかに該当する関係がないこと。 

  ア 資本関係 

    以下のいずれかに該当し、又はこれらと同視しうる関係があると認められること。

ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又は更生手続を存続中の会社である場合

を除く。 

   (ｱ) 親会社と子会社の関係にある場合 

   (ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

  イ 人的関係 

    次のいずれかに該当し、又はこれらと同視しうる関係があると認められること。た

だし、(ｱ)については、会社の一方が更生会社又は更生手続を存続中の会社である場合

は除く。 

   (ｱ) 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

   (ｲ) 一方の会社の役員が他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

  ウ その他、入札の適正さが阻害されると認められる場合 

    その他、上記ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

 (5) 企業体の結成は、愛知県建設局・都市・交通局・建築局共同企業体取扱要領で定める

特定建設工事共同企業体協定書（以下「企業体協定書」という。）によらなければなら

ない。 

 

３ 入札方法等 

(1) 本件入札は、紙による入札とする。 

(2) 詳細な入札方法等は、美浜町競争入札者心得書（以下「入札者心得書」という。）に

よるものとする。なお、入札者心得書は、次のアドレスからダウンロードすることが

できる。 

   入札者心得書 

   http://www.town.aichi-mihama.lg.jp/reiki/act/frame/frame110001295.htm 

 (3) 本件入札は、開札後に落札候補者に対して入札参加資格の確認を行い、落札者を決定  

  する事後審査型一般競争入札とする。 

 

４ 設計図書等に関する事項 

(1) ダウンロードできるもの 

  本件入札に関する様式等、質問書、工事費内訳書、発注仕様書、設計書（参考） 

(2) ダウンロードできる期間 

  公告日から令和４年９月１３日（火）午後５時まで 

(3) 配布できるもの 

  添付資料一式 

  ※入札参加希望者は配布希望の旨を書面（本組合が定めた様式）で持参すること。 
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(4) 配布できるものの受付期間・時間・場所 

  ア 公告日から令和４年９月１３日（火）まで 

    （土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

  イ 午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く） 

  ウ １７に記載の場所と同じ。 

 

５ この公告及び設計図書に対する質問及び回答 

(1) この公告及び設計図書に対する質問は、次のとおり質問書（本組合が定めた様式）を

電子メールにより提出すること。 

・ 受付期間 

公告日から令和４年８月３１日（水）午後５時まで 

 (2) 質問に対する回答は、質問書受領後速やかに作成し、入札参加希望者全員へ電子メー

ルにて行う。 

   

６ 入札参加の申込み 

入札参加希望者は、次の期間内に特定建設工事共同企業体建設工事入札参加申請書、企

業体協定書、委任状（以下「入札参加申込書」という。）を持参又は郵送により提出する

こと。 

また、郵送の場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法により提出するこ

ととし、受付期間日時に必着とする。 

なお、期限までに入札参加申込書を提出していない者は、入札に参加することができな

い。 

(1)  入札参加申込書の受付期間 

  ア 受付期間 

    公告日から令和４年９月８日（木）まで 

    （土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

  イ 受付時間 

    午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

  ウ 受付場所 

    １７に記載の場所と同じ。 

 

７ 入札保証金 

全額免除とする。 

 

８ 入札に関する事項 

(1) 入札書及び工事費内訳書の提出は、次のとおり持参又は郵送により紙で提出すること。 

   なお、郵送の場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法により提出する
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こととし、受付期間日時に必着とする。 

ア 受付期間 

令和４年９月９日（金）から令和４年９月１３日（火）まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

イ 受付時間 

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

ウ 受付場所 

１７に記載の場所と同じ。 

(2) 開札日時 令和４年９月１４日（水）午前１１時００分 

 (3) 入札執行の場所 知多南部クリーンセンター第２会議室 

(4) 入札執行回数については、１回とする。 

 (5) 入札に当たっての留意事項 

ア 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）をもって落札価格とし、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

イ 入札書と併せて工事費内訳書を提出すること。 

ウ ８（5）イの様式について、入札書及び工事費内訳書は、本組合が定めた様式とす

る。 

 

９ 落札者の決定方法等 

(1) １（6）アの予定価格の制限の範囲内の価格で入札をした者のうち、最低の価格をもっ

て入札をした者を落札候補者とする。ただし、落札候補者の入札価格が最低制限価格を

下回った場合には、予定価格の制限の範囲内の価格で次に低い価格をもって入札をした

者を新たな落札候補者とし、予定価格の制限の範囲内の価格で入札をした者のうち、最

低の価格をもって入札をした者が２者以上ある場合は、その者にくじを引く順番を決定

するためのくじを引かせ、次に落札者を決定するくじ引きを行い、落札者を決定する。

入札参加者のうち、くじを引かない者又は該当入札に立ち会わずくじを引くことができ

ないものがあるときには、当該入札事務に関係のない職員がくじを引くものとする。 

 (2) 落札候補者は、一般競争入札参加資格確認申請書により入札参加資格を満たしている

ことを確認するための書類（以下「資格確認書類」という。）を、開札後速やかに提出し

なければならない。 

(3) 資格確認書類等による審査の結果、落札候補者が入札参加資格を満たしていることが

確認された場合は、その者を落札者と決定する。ただし、入札参加資格を満たさないこ

とが判明した場合又は期限までに資格確認書類の提出がない場合は、その者のした入札

は無効とし、予定価格の制限の範囲内の価格で次に低い価格をもって入札をした者から



- 7 - 

 

順に新たな落札候補者として、入札参加資格を満たす者が確認できるまで同様の手続を

行うものとする。 

なお、落札候補者となった者で、入札参加資格を満たさないとして落札者とならなか

った者に対しては、入札参加資格不適格通知書によりその旨を通知する。 

 (4) 落札者を決定したときは、速やかに本組合ホームページにより開札結果を公開すると

ともに、落札者に対して、落札者決定通知書によりその旨を通知する。 

 (5) 落札候補者となった者で入札参加資格を満たさないとして落札者とならなかった者は、

その理由について説明を求めることができる。説明を求める場合は、入札参加資格不適

格通知書を受理した日の翌日から起算して５日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）以

内に、その旨を記した書面を１７に記載の場所に持参により提出しなければならない。 

 なお、理由の説明は、説明を求める書面を受理した日の翌日から起算して５日（土曜

日、日曜日及び祝日を除く。）以内に、電子メールにより回答する。 

 

１０ 入札の取りやめ等 

(1) 入札参加者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行す

ることができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札

の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

(2) 開札前において、天災地変その他やむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を延

期し、又は取りやめることがある。 

 

１１ 入札の無効 

本組合は、美浜町契約規則（以下「契約規則」という。）を準用（これらの規定中「町

長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。）するため、契約規則第１３条（入

札の無効）に該当する入札のほか、入札者心得書において示す条件に違反した入札、資格

確認書類等に虚偽の記載をした者の行った入札並びに必要な書類を提出しない者の行った

入札は無効とする。 

なお、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、直ちに落札決定を取り消す。

また、落札決定時において、２に掲げる要件を備えていない者は、入札参加資格を満たさ

ない者に該当する。 

 

１２ 契約書作成の要否 

(1) 必要とする。 

(2) この入札による契約は、知多南部衛生組合議会の議決に付すべき契約及び財産又は処

分に関する条例（昭和４１年知多南部衛生組合条例第４号）の規定により議会の議決を

要するため、落札者とは、落札決定後速やかに仮契約を締結し、知多南部衛生組合議会

の議決を経た上、契約を確定する。 
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１３ 契約の保証 

(1) 落札者は、契約規則第３２条の規定による契約保証金を納めなければならない。 

(2) 契約保証金の納付は、契約規則第３３条の規定により担保の提供をもって代えること

ができる。 

(3) 落札者が、契約規則第３４条の規定に該当するときは、契約保証金の全部又は一部の

納付を免除するものとする。 

(4) (1)から(3)までに掲げる契約の保証は、契約の締結時までに付さなければならない。 

 

１４ 支払条件 

知多南部衛生組合公共工事請負契約約款（以下「約款」という。）の規定に基づき前

金払及び部分払を行う。 

 

１５ 特定の不正行為に対する措置 

(1) 本件契約に関し、談合、贈賄等の不正な事実が判明した場合には、損害賠償を請求す

る。また、損害賠償の請求に併せて本件契約を解除することがある｡ 

(2) 本件契約に関し、妨害又は不当要求を受けた場合は、速やかに本組合に報告するとと

もに警察へ被害届を提出しなければならない。これを怠った場合は、指名停止措置又は

競争入札による契約若しくは随意契約において契約の相手方としない措置を講ずること

がある。 

 (3) 本件契約の締結後、請負者が暴力団の排除措置の対象となる法人等のいずれかに該当

することが明らかになった場合は、本件契約を解除し、損害賠償を請求することがある。 

 (4) 本件契約の履行に当たって、請負者が工事の下請契約又は資材、原材料の購入契約そ

の他の契約（以下「下請契約等」という。）を締結した場合において、下請契約等の相

手方が暴力団の排除措置の対象となる法人等のいずれかに該当することが明らかになっ

た場合は、当該下請契約等の解除を求めることがある。なお、請負者が下請契約等の解

除に応じない場合は、本件契約を解除し、損害賠償を請求することがある。 

 

１６ その他 

(1) 入札参加者は、関係法令等を遵守するとともに、この公告及び設計図書並びに入札者

心得書を熟読し、公正かつ適正に入札しなければならない。 

(2) 現場説明会は、実施しない。ただし、現地確認は可とし、日時等は調整を行う。 

(3) １(4)に記載した工期は、事情により変更することがある。 

(4) 資格確認書類の記載内容が不明確な場合など、本件入札の参加資格を確認できないと

きは、説明又は追加資料の提出を求めることがある。 

(5) 資格確認書類等に虚偽の記載をした場合は、指名停止要領に基づく指名停止措置を行

うことがある。 

(6) 配置予定の監理技術者又は主任技術者について 
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ア 落札者は、資格確認書類に配置予定の技術者として記載した者を、本件工事の現場

に技術者として配置しなければならない。なお、技術者を変更することができるのは、

病休、死亡、退職等の場合に限る。 

イ 工期が重複する複数の工事（他の機関が発注したものを含む。）に同一の技術者を

配置予定の技術者として入札に参加している場合に、それらのうちの一の入札におい

て落札者又は落札候補者と決定されたときは、技術者を専任で配置することが求めら

れていない場合を除き、それ以降に行われる本組合発注の他の入札は辞退しなければ

ならない。 

(7) 本件入札に係る書類の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。また、提

出された書類は返却しない。なお、提出された書類は、原則として公表せず、本件入札

手続以外の目的で使用しない。 

(8) 下請負契約及び資材調達をするときは、美浜町又は南知多町内に営業所のある業者を

活用するように努めること。 

(9) 入札参加者は、設計図書その他本件入札に関して本組合から提供を受けた文書及び情

報を第三者に漏らすことを禁ずるとともに、本件入札手続以外の目的に供してはならな

い。 

 (10) 入札参加者は、入札後、この公告及び設計図書の不明を理由として異議を申し立てる

ことはできない。 

  

１７ 問い合わせ先 

  知多南部衛生組合 業務課業務第１係 （担当）前田、榮、山本 

  愛知県知多郡南知多町大字内海字樫木７７番地の１ 

  TEL：０５６９－６２－０４０２ 

  FAX：０５６９－６２－２８８０ 

  メール chitananbu-eisei@tac-net.ne.jp 

  組合ホームページ http://chitananbu.com/ 

 




